
 21

平成１７年３月期  個別財務諸表の概要            

平成１７年 ５月２０日 

上 場 会 社 名  ダイソー株式会社      上場取引所     大・東 

コ ― ド 番 号  ４０４６          本社所在都道府県  大阪府 

（ＵＲＬ http://www.daiso.co.jp/） 

代  表  者  役職名 代表取締役社長         氏名 佐藤 存 

問合せ先責任者   役職名 常務取締役管理本部長      氏名 上出 修  ＴＥＬ（06）6443-5501 

決算取締役会開催日 平成17年 5月20日      中間配当制度の有無 有  

定時株主総会開催日 平成17年 6月29日      単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株） 

 

１．１７年３月期の業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

（１） 経  営  成   績                                           （注）百万円未満は切り捨てて表示している。 

      売  上  高         営 業 利 益     経 常 利 益  

          百万円       ％          百万円       ％          百万円      ％ 

17年3月期 

16年3月期 

  41,589 

  38,836 

 7.1

△ 4.8

   1,762 

   1,246 

41.4

    12.4

   1,763 

   1,201 

46.8 

11.5 
     

 当 期 純 利 益 
1 株 当 た り

当 期 純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株 主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売  上  高

経常利益率

     百万円   ％     円  銭      円    銭       ％       ％      ％ 

17年3月期   854     51.4   9   30 9     26     3.7   3.5   4.2 

16年3月期   564    487.5   6   73 6     71     2.9   2.6   3.1 

（注）○1 期中平均株式数       17年3月期  87,493,573 株   16年3月期  79,113,875株 

○2 会計処理の方法の変更               無 

○3 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

（２）配当状況 

1 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 配当性向 株主資本    

 中     間 期     末 （年   間）  配 当 率 

    円    銭     円   銭     円    銭       百万円         ％         ％

17年3月期 

16年3月期 

  5   00 

  4   00 

  2   50 

   － 

  2   50 

  4   00 

   479 

   316 

53.8  

 59.4  

   1.9 

   1.5 

  

（３）財政状態 

 総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

            百万円           百万円               ％    円    銭 

17年3月期 

16年3月期 

   52,633 

   47,400 

  25,773 

  20,530 

     49.0 

     43.3 

 266       69 

 259       13 

（注）○1 期末発行済株式数       17年3月期  96,488,905株   16年3月期  79,105,078株 

   ○2 期末自己株式数     17年3月期     639,998株   16年3月期    594,319株 

 

２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

1 株 当 た り 年 間 配 当 金  
売   上   高 経 常 利 益 当期純利益 

中     間 期     末  

        百万円        百万円        百万円    円   銭    円   銭    円   銭 

中 間 期  22,000   1,200     550  2  50    －   － 
通    期 46,000   2,700    1,300     －  2  50   5  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   13円  47銭 

 

（注）上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な要因に
よって異なる結果となる可能性があります。 
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貸  借  対  照  表  
 

当               期 

（平成17年3月31日現在） 

前               期 

（平成16年3月31日現在） 科          目 

金   額 構成比 金   額 構成比 

増       減 

 

流  動  資  産 

百万円

２６，９７３ 

％

51.2

百万円

２４，０１８ 

％ 

50.7 

百万円

２，９５５

  現  金 ・ 預  金    ２，８０７     １，７６５  １，０４２

  受  取  手  形    ４，７８６     ５，０５２   △  ２６６

  売    掛    金    ８，１８８     ７，０９４    １，０９４

  有  価  証  券    ３，５６９     ２，９９９   ５７０

  製        品    ３，８２０     ３，６８１      １３９

  仕   掛   品      ４４６       ３７１    ７５

  原   材   料      ６８７       ４６７  ２２０

  貯   蔵   品       １６８       １４１  ２７

  繰 延 税 金 資 産      ７８８       ４６４  ３２４

  そ   の   他    １，７１１     １，９８０   △  ２６９

  貸 倒 引 当 金  △     １   △     １  ０

固  定  資  産   ２５，６６０   48.8   ２３，３８１   49.3  ２，２７９

（有形固定資産）   １４，３５７   27.3   １３，９６３   29.5 ３９４

  建        物    ３，０４７     ３，０２７  ２０

  構   築   物      ９７７     １，０５４  △   ７７

  機  械  装  置    ７，１８５     ７，０８１  １０４

  船       舶        ０         ０              ０

  車 両 運 搬 具       １３        １２          １

工 具 器 具 備 品      ３８２       ３９８   △ １６

  土    地    ２，０２１     １，３６８  ６５３

  建 設 仮 勘 定      ７２９     １，０２０   △  ２９１

（無形固定資産）      ２６５   0.5      ３０４   0.6 △   ３９

  営 業 権 １２９  １７２   △   ４３

特   許   権       ６９        ８３   △   １４

  そ   の   他       ６６        ４８  １８

（投資その他の資産）   １１，０３６   21.0    ９，１１３   19.2    １，９２３

  投 資 有 価 証 券   １０，０４０     ８，０７７    １，９６３

  長 期 貸 付 金      ２６３       ２８６  △   ２３

  そ   の   他      ７３２       ７５０  △   １８

  貸 倒 引 当 金  △     ０   △     １      １

資  産  合  計   ５２，６３３  100.0   ４７，４００  100.0 ５，２３３
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当               期 

（平成17年3月31日現在）

前               期 

（平成16年3月31日現在）    科          目 

金   額 構成比 金   額 構成比 

増       減 

 

流  動  負  債 

百万円

１４，１９６

％

 26.9

百万円

１３，４７３

％ 

 28.4 

百万円

７２３

  支  払  手  形 １，０９９        １，４４１  △  ３４２

  買    掛    金 ６，９０５        ５，３４２    １，５６３

  短 期 借 入 金     ７３０     １，９３０  △１，２００

 1年以内返済予定の長期借入金     １，４３８      １，６６６  △  ２２８

  未    払    金    １，１５７        ５９８  ５５９

  未  払  費  用    １，１８３        １，１５２  ３１

  未 払 法 人 税 等 ６９６ ３１３  ３８３

  預    り    金  ３４９           ３７３  △   ２４

  従 業 員 預 り 金 ６２８           ６５１  △   ２３  

  そ    の    他 ７            ２      ５

固  定  負  債 １２，６６４  24.1   １３，３９５  28.3 △  ７３１

社 債     ２，５００     １，０００  １，５００

  新 株 予 約 権 付 社 債     ４，６４１     ５，０００  △  ３５９

  長 期 借 入 金    １，６２１    ３，８５６  △２，２３５

繰 延 税 金 負 債 ７２４ ４９７  ２２７

退 職 給 付 引 当 金 ２，４７１    ２，３３０  １４１

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ５４８ ５５３  △    ５

そ の 他 １５６ １５６  －

負 債 合 計 ２６，８６０  51.0   ２６，８６９  56.7  △    ９

資    本    金 ８，６９４   16.5       ６，２８２  13.2    ２，４１２

資 本 剰 余 金 ７，２０８  13.7       ４，７９７ 10.1 ２，４１１

  資  本  準  備  金 ７，２０８        ４，７９７     ２，４１１

利 益 剰 余 金 ７，３８０  14.0       ７，１１３ 15.0 ２６７

利  益  準  備  金 １，２０２ １，２０２  －

  固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 １２６ １２６  －

  別 途 積 立 金       ５，１１４       ５，１１４  －

  当 期 未 処 分 利 益 ９３７ ６７０    ２６７

その他有価証券評価差額金 ２，６１４ 5.0    ２，４４６ 5.2   １６８

自 己 株 式  △   １２４ △ 0.2  △ １１０ △  0.2  △   １４

資  本  合  計 ２５，７７３   49.0     ２０，５３０  43.3 ５，２４３

 負債及び資本合計 ５２，６３３  100.0     ４７，４００ 100.0 ５，２３３

 （当        期）                     （前        期） 

（注）１．有形固定資産減価償却累計額    ４０，１２９百万円                ４１，５５８百万円 

      ２．担保に供している資産      ３，２６４百万円         ３，４９２百万円 

      ３．保証債務            １，８２８百万円         １，７２２百万円 
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損  益  計  算  書 
                                                                                                            

   当               期 

   平成16年4月 1日から 

   平成17年3月31日まで 

   前               期 

 平成15年4月 1日から 

   平成16年3月31日まで 

 

金   額 百分比 金   額 百分比 

増    減 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

売     上     高 ４１，５８９ 100.0 ３８，８３６ 100.0 ２，７５３

売   上   原   価 ３２，４２３ 78.0 ３０，６１１ 78.8 １，８１２

売 上 総 利 益 ９，１６５  22.0 ８，２２４  21.2 ９４１

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ７，４０３ 17.8 ６，９７７ 18.0 ４２６

営    業    利    益 １，７６２   4.2 １，２４６   3.2   ５１６

営 業 外 収 益 ３４６ 0.8 ３６０ 0.9  △     １４

 （受取利息・配当金） （  １５９）  （  １４３）   （   １６）

 （雑     収     入） （  １８６）  （  ２１６）   （△  ３０）

営 業 外 費 用 ３４４ 0.8 ４０５ 1.0   △     ６１

 （支   払    利   息）   （   ９８）    （  １３３）   （△  ３５）

 （雑     支     出） （  ２４５）  （  ２７２）   （△  ２７）

経     常     利     益 １，７６３   4.2 １，２０１   3.1 ５６２

特  別  利  益 ８２９ 2.0 ５２８ 1.4 ３０１

 （ 固 定 資 産 売 却 益 ）   （  ５８４）    （  １３９）   （  ４４５）

 （投資有価証券売却益） （  ２４４）  （  ３８３）   （△ １３９）

 （貸倒引当金戻入益） （     －）  （     ５）   （△   ５）

特  別  損  失 １，０８４ 2.6 ５７６ 1.5 ５０８

 （ 固 定 資 産 除 却 損 ） （１，０８４）  （  ４５６）   （  ６２８）

 （たな卸資産処分損） （    －）  （   ７６）   （△  ７６）

 ( 投資有価証券売却損 ) （    －）  （   ４２）   （△  ４２）

税 引 前 当 期 純 利 益 １，５０８ 3.6 １，１５３ 3.0 ３５５

法 人 税、 住民 税 及び 事業 税     ８６８ 2.1     ５０８ 1.3 ３６０

法 人 税 等 調 整 額  △ ２１３ △0.5   ８１ 0.2 △   ２９４

当   期   純   利   益 ８５４ 2.0 ５６４ 1.5  ２９０

前  期  繰  越  利  益 ３２１  １０５  ２１６

中 間 配 当 額 ２３８  －  ２３８

当  期  未  処  分  利  益 ９３７  ６７０  ２６７
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利 益 処 分 計 算 書（案） 

 
（単位:百万円） 

科            目 ( 
当          期 

平成16年4月 1日から 

平成17年3月31日まで ) (
前          期 

平成15年4月 1日から 

平成16年3月31日まで ) 増  減 

当期未処分利益  ９３７   ６７０     ２６７ 

固定資産圧縮積立金取崩額  ０   －     ０  

  合          計  ９３７   ６７０   ２６７  

利  益  配  当  金  ２４１   ３１６   △  ７５  

 ( 
１株につき 

普通配当２円５０

銭 
) (

１株につき 

普通配当４円００

銭 
)  

役 員 賞 与 金  ４１   ３２   ９  

（うち監査役分）  （ ７）   （ ６）  （ １）

固定資産圧縮積立金  ２７７   －   ２７７ 

次 期 繰 越 利 益  ３７７   ３２１   ５６  
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重 要 な 会 計 方 針 
 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

  満期保有目的債券・・償却原価法 

子会社株式および 

    関連会社株式・・移動平均法による原価法 

その他有価証券・・・時価のあるものは、決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）で、時価のないも

のは、移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブ取引の評価方法 

  時価法によっています。 

 

３．たな卸資産の評価基準および評価方法 

  製     品・・総平均法による低価法 

  仕  掛  品・・総平均法による原価法 

  原材料・貯蔵品・・移動平均法による原価法 

   

 

４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・機械装置のうち無機関係設備および一部の有機関係設備は定額法、その他の有機関係

設備および研究開発設備は定率法によっています。その他の有形固定資産は定額法に

よっています。なお、耐用年数については主として下記のとおりとなっています。 

          建物：平均２４年 

          機械装置：平均７年 

  無形固定資産・・定額法によっています。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっています。 

 

５．引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、財務内容評価法によっています。 
退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

期末において発生していると認められる額を計上しています。なお、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。 

役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を計上しています。 

 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
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７．ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用

しています。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

ヘッジ方針 

市場金利の変動リスクを回避するために、ヘッジ手段を選定し、取締役会の承認のもとに実行してい

ます。 

ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理を採用している金利スワップのみのため省略しています。 

 

８．消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式によっています。 

 

 

（追加情報） 

  

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法 

  実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の

取扱い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表されたことに伴い、当期から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割50百万円を販売費及び一般管理費として処理しています。 

 

 

リ ー ス 取 引 関 係 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

                          （当  期）           （前  期） 

  （１）取得価額相当額             ９１百万円        ８８百万円 

     減価償却累計額相当額            ８３百万円        ７２百万円 

     期末残高相当額                  ７百万円        １５百万円 

     上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」です。 

  （２）未経過リース料期末残高相当額  １年内   ５百万円        １０百万円 

                     １年超   ２百万円         ４百万円 

                      合 計   ７百万円         １５百万円 

  （３）支払リース料（減価償却費相当額）     １１百万円            １８百万円 

  （４）減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっています。 

  （５）未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、 

     支払利子込み法によっています。 

 

 

有価証券（子会社株式及び関連会社株式） 
 

前期（平成１６年３月３１日現在）及び当期（平成１７年３月３１日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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税 効 果 会 計 関 係 
 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                        （当  期）        （前  期）  

繰延税金資産                   

   賞与引当金損金算入限度超過額       １９０百万円        １７７百万円 

   製品評価損否認              １５１百万円        １６１百万円          

   未払事業税否認               ６８百万円         ３１百万円 

   減価償却の償却限度超過           ７６百万円         ８１百万円 

   退職給付引当金損金算入限度超過額     ９６５百万円        ８７８百万円          

   役員退職慰労引当金否認          ２４１百万円        ２３９百万円 

その他                  ４８６百万円        ２１２百万円 

   繰延税金資産小計           ２，１７９百万円      １，７８３百万円 

   評価性引当額            △   １８百万円     △   ２８百万円 

   繰延税金資産合計           ２，１６１百万円  １，７５４百万円   

 繰延税金負債 

   固定資産圧縮積立金         △  ２８０百万円     △   ８７百万円 

   その他有価証券評価差額金      △１，８１７百万円     △１，７００百万円 

   繰延税金負債合計          △２，０９７百万円     △１，７８８百万円 

繰延税金資産の純額             ６３百万円     △   ３３百万円 

 

 
発 行 済 株 式 数 の 増 加 

 
 
発行年月日 発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 資本組入額（円）

平成16年7月31日 
新株予約権の行使 

(ストックオプション)
390,000 197 99

平成16年8月31日 
新株予約権の行使 

(ストックオプション)
90,000 197 99

平成16年9月30日 
第三者割当による新株

式の発行 
15,600,000 278 139

平成16年9月30日 
新株予約権の行使 

(新株予約権付社債) 
135,849 301.8 151

平成16年10月31日 
新株予約権の行使 

(新株予約権付社債) 
188,862 301.8 151

平成16年10月31日 
新株予約権の行使 

(ストックオプション)
10,000 195 98

平成16年11月30日 
新株予約権の行使 

(ストックオプション)
10,000 195 98

平成17年1月31日 
新株予約権の行使 

(ストックオプション)
70,000 195 98

平成17年2月28日 
新株予約権の行使 

(ストックオプション)
20,000 195 98

平成17年3月31日 
新株予約権の行使 

(新株予約権付社債) 
864,795 301.8 151

平成17年3月31日 
新株予約権の行使 

(ストックオプション)
50,000 195 98
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別  紙 

 

 

 

 

 

 

役 員 の 異 動 

 

 

 

 
記 

 

   新任取締役候補   柴 野  美知朗（機能材事業部長兼営業第一部長） 

 

             阿 部  哲 生 （管理本部人事部長） 

 

   退任予定取締役   里 茂  皓 二 （代表取締役会長） 

 

   新任監査役候補   富 田  英 孝 （公認会計士 富田事務所） 

 

   退任予定監査役   池 田  俊 幸 

 

                          藤 岡    稔 

 

    

 

 

以上 

 

  


